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空間線量率の統合評価	
	

斎藤公明、三上智、安藤真樹、関暁之、武宮博（原子力機構）	

村上治子、Jinsong	Chen（LBNL）	

	

1.調査目的	

分布状況調査においては、これまでに数種類の異なる測定方法を用いて空間線量率分布

の大規模調査を行ってきた。分布状況調査外においても航空機モニタリングが継続的に行

われ、広域の空間線量率分布マップが作成されてきた。各測定方法はそれぞれの特徴を有

しており、異なる性質を有する空間線量率情報が蓄積されてきている。これらの空間線量

率分布情報を統合することにより、対象領域全域に対する	

精度と空間分解能の高いマップを作成することが可能である。	

ローレンスリバモア国立研究所(LBNL)の Murakami らは階層ベイズ統計を応用し、異なる

方法で測定された空間線量率の分布マップを統合する手法を開発し、福島市周辺の狭い地

域を対象にしてマップ統合が適切に行われることを検証した 1 ここでは村上らが開発した

統合手法を福島第一原発周辺のより広い地域に適用し、分布状況調査及び航空機モニタリ

ングで得られた空間線量率を統合したマップを作成することを目的とする。今年度は、避

難指示区域内を対象に、走行サーベイ、歩行サーベイ、航空機モニタリングの結果を統合

し、人間の生活する場を対象とする歩行サーベイを全域で行ったことを想定した空間線量

率マップを作成する。	

	

2.調査内容	

(1)異なる測定方法による空間線量率の特徴	

分布状況調査では平成23年6月に開始した第１次調査から継続して定点測定及び走行サ

ーベイを実施してきた。さらに、平成 24 年には福島第一原発近傍での無人ヘリコプターに

よる測定を、平成 25 年には歩行サーベイをそれぞれ開始し、その後継続して行ってきた。

また、分布状況調査外のプロジェクトにおいて、事故直後から航空機モニタリングが実施

されてきている。これら異なる測定方法はそれぞれの特徴を有し、取得された空間線量率

も異なる性質の情報を含む。	

サーベイメータを用いて毎回同一地点で実施する定点測定は、土地の状況が経時的にあ

まり変化しない地点における、精度の高い基準となる空間線量率を提供する。歩行サーベ

イは人間が生活する様々な環境における空間線量率を取得できる、空間線量率の場所によ

り変化を詳細に捉えた測定が可能である等の特徴を持つが、人間の歩行によるため 80	km	

圏内の全てをカバーした測定は不可能である。走行サーベイでは、KURAMA を利用すること

により広範囲を対象に膨大な量のデータを地上で所得することが可能であり、得られた大

量データは統計解析による空間線量率分布の特徴解明に有用に用いられる。しかし、道路

のない地域の測定は行えない。	

航空機モニタリングは高空での測定を行うため数 100	m の広範囲からのガンマ線の平均

値を測定することになり、地上の細かな空間線量率の変化を捉えることはできず、また空

間線量率には系統的な誤差が含まれる。一方、測定を行いたい地域全域をカバーできると

いう他にない大きな特徴を有している。無人ヘリコプターを用いた測定では、測定高度が

相対的に低いため、位置分解能が航空機モニタリングに比べて高いという特徴を有し、航

空機モニタリングを補完する測定として位置付けられる。図-1 には、地中に指数関数分布

した放射性セシウム線源を想定したシミュレーションにより得られた、線源半径と空間線

量率への寄与割合の関係を示す 2。航空機モニタリングの実施高度に相当する 300	m	の高
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度では、100	m	 半径からやってくるガンマ線の寄与は 10%程度であり、航空機モニタリン

グの結果をその直下の空間線量率と直接結びつけることは難しいことがわかる。無人ヘリ

測定では高度 80	m	程度の測定を行うため、位置分解能は航空機モニタリングに比べて明

らかに高くなる。	

これら異なる測定手法により得られたデータの特徴を生かしつつ、空間線量率データを

統合して精度と空間分解能が高い空間線量率マップを作成することが望まれる。今回は統

計解析を行うのに十分なデータ量を有する、歩行サーベイ、走行サーベイ及び航空機モニ

タリングのデータを統合することを目指した。高い位置分解能と精度を持つがカバーでき

る範囲が限られる歩行サーベイ、位置分解能と精度は劣るが対象領域全域をカバーできる

航空機モニタリング、その中間的な性質を持つ走行サーベイの各データを統合することと

した。	

	

(2)統合手法の概要	

空間統計学の分野で発展的に用いられてきた階層ベイズモデルを用いて、歩行サーベイ、

走行サーベイ及び航空機モニタリングで得られた空間線量率分布を統合したマップを作成

するとともに、統合された空間線量率マップの信頼区間を明らかにする。原子力機構と LBNL

との共同研究により開発され、福島市周辺の狭い地域を対象に検証済みである手法 1を応用

する。	

統合の概略は、同じ地域を対象とした同時期の測定により歩行サーベイの測定データセ

ット zw, 走行サーベイの測定データセット zc, 航空機モニタリングの測定データセ
ット zA	 が得られた時に、最も信頼のおける空間線量率分布 y を統計手法により推定する
ものである。具体的には以下の式で表した条件確率p(y| zw, zc, zA)が最大になるようなy 及
びその分散を求めるものである。p(y| zw, zc, zA) は、zw, zc, zA が観測されたという条件で
空間線量率分布が yである確率を意味する。p(y| zw, zc, zA) はベイズの定理により以下
のように分けて書くことができる。	

	

p(y| zw, zc, zA) ∝p(zA|y) p(zc|y) p(y|zw)    (1)	
	

	 p(zA|y): 空間線量率分布が yの時に zAが観測される確率	

	 p(zc|y): 空間線量率分布が yの時に zcが観測される確率	

		p(y|zw):  zwが観測された時に空間線量率が yである確率	
	

前項で述べたように、歩行サーベイでは人間の生活に密着した空間線量率が得られるの

で、歩行サーベイにより得られた空間線量率が実際の空間線量率（統合により得たい空間

線量率）であると想定する。すなわち、歩行サーベイの測定データがある地点の空間線量

率はその値を用い、測定データがない地点に対しては、仮に歩行サーベイをその地点で実

施した時にどのような値が得られるかを推定することになる。	

(1)式の条件を満たした yを求めるために、右辺の３つの確率関数の基礎データを測定デ
ータの統計解析により取得することになる。p(zA|y) 及び p(zc|y) と関連するデータモデ
ルは、航空機モニタリングと歩行サーベイの相関関係、走行サーベイと歩行サーベイの相

関関係の解析により得られる。歩行サーベイのデータがある地点においては、そのデータ

が yそのものの要素になるからである。	
p(y/zw) と関連したプロセスモデルは、歩行サーベイ結果の空間パターンの解析から得

られる。具体的には歩行サーベイにおいて、離れた２メッシュ間の空間線量率データの相

関関係が距離によりどのように減少するかを解析する。データモデル及びプロセスモデル
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の基となる環境測定データ間の相関関係は土地利用状況により異なることがわかっている

ので、土地利用状況別に統計解析を実施しその結果を用いることとした。	

これらの関係を利用しながら確率が最大となる y とその信頼区間（分散）を推定する作
業を行う。y を決定する具体的な手続きのイメージは次のようなものである。歩行サーベ
イデータ zwをもとに内挿により対象地域全体の y 並びに確率 p(y|zw)を求めることができ
る。さらに得られたyに対してp(zA|y) p(zc|y) を計算することができるため、p(y| zw, zc, zA)
が得られる。内挿の方法を様々に変えて確率を計算することで、確率が最大となる y が得
られることになる。実際にはこのような試行錯誤的な手続きは踏まないが、手法を理解す

るのには上記の手順をイメージすることは有効である。	

推定の特徴として、図-2 に示すように、歩行サーベイデータが存在する領域の近くでは

信頼区間幅の狭い、すなわち不確実性が小さい推定値が得られるのに対し、航空機モニタ

リングのみが存在する領域においては信頼区間幅が大きな、すなわち不確実性が大きな推

定結果となる。航空機モニタリングの持つ系統的な偏りは全体的に補正される。	

	

	(3)対象地域と測定データの時期	

	 今年度は、避難指示解除が順次始まりつつある避難指示区域内を対象としたデータ統合

を行うこととする。図-3 に空間線量率統合の対象地域を示す。左図は対象地域の土地利用

状況を表しているが、黄色で示した森林が大半の地域を占めていることがわかる。右図は、

航空機モニタリングの空間線量率マップの上に走行サーベイ及び歩行サーベイの結果を単

純に重ねた結果を示している。今回の統合では、空間線量率はいずれも平成 27 年秋に測定

された結果を使用した。得られる統合マップは 50	m	メッシュ毎の位置分解能を有してい

る。	

	

3.結果と考察	

(1)走行サーベイと歩行サーベイの比較	

p(zc|y)	のデータモデルを決めるために、避難指示区域内の走行サーベイと歩行サーベイ
との空間線量率を土地利用別に比較し図-4 に示した。青い丸は走行サーベイと歩行サーベ

イとで測定地点の距離が最も近いデータ同士を比較した結果、ピンクの丸は走行サーベイ

の 100	m	メッシュ内に含まれる、歩行サーベイの 20	m	メッシュデータ全てを単純平均し

たものと比較した結果をそれぞれ示す。いずれの土地利用状況においても、歩行サーベイ

の結果が走行サーベイの結果に比べてわずかに高めに出る傾向にあるが、非常に良い相関

関係が見られる。平均値を計算することで相関係数がわずかに改善されるが、最短距離同

士の比較で既に相関係数が十分に高いため、この改善は図中の相関係数の数字には現れて

いない。この関係をもとに、走行サーベイによる空間線量率と 100	m	メッシュ内で平均し

た歩行サーベイの空間線量率とが対数軸上で線形関係にあるとしたデータモデルを用いる

こととした。	

	

(2)航空機モニタリングと歩行サーベイの比較		

p(za|y)	のデータモデルを決めるために、避難指示区域内の航空機モニタリングと歩行サ
ーベイとの空間線量率を土地利用別に比較し図-5 に示した。青い丸は航空機モニタリング

と歩行サーベイで測定地点の距離が最も近いデータを比較した結果、ピンクの丸は距離の

関数で走行サーベイデータに加重して平均し航空機モニタリングデータと比較した結果を

それぞれ示す。加重は図-1 に示した距離ごとの空間線量率への寄与割合を参考に行った。

全般に航空機モニタリングの結果は走行サーベイの結果よりも高めに出ていることがわか

る。いずれの土地利用状況でも、良い相関関係が見られるが、加重平均値を計算すること
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で相関係数が明らかに改善することがわかる。加重をしない単純な平均でも相関係数は完

全されるものの、改善の程度は加重をした場合の方が大きい。この結果をもとに、航空機

モニタリングによる空間線量率と加重平均した歩行サーベイの空間線量率とが対数軸上で

線形関係にあるとしたデータモデルを用いることとした。	

	

以上、走行サーベイと歩行サーベイの比較、ならびに航空機モニタリングと歩行サーベ

イの比較のいずれにおいても、福島市近辺を対象にして以前に行った解析 1)に比べ、デー

タのばらつきが小さく良い相関関係が見られている。人間の活動の頻度がデータのばらつ

きに影響していることが考えられる。	

	

(3)	歩行サーベイ結果の空間パターンの解析	

p(y/zw) のプロセスモデルを決めるために、避難指示区域内の歩行サーベイデータに関
する空間パターンの解析（バリオグラム解析）を行った。図-6 は、バリオグラム解析結果

を３つの土地利用状況別に異なる色で示している。縦軸に示されたセミバリアンスが大き

いほど、空間線量率の不均質性が高いことを示す。また、距離ゼロからの立ち上がりがな

だらかであるほど、空間線量率の空間相関依存性が高い（空間線量率がなだらかに変化す

る）ことを示す。市街地や農地では森林に比べて空間線量率の場所によるばらつきが大き

いことがわかる。このグラフの形状を指数関数で近似してプロセスモデルとして用いる。	

	

(4)	統合結果	

航空機モニタリング、走行サーベイ及び歩行サーベイにより測定した避難指示区域内の

空間線量率を、以上の解析結果を基にして統合したマップを図-7 に示す。図-3b)に示され

たマップと比べると、系統的に高めに出ていた航空機モニタリングの結果が全体的に補正

されるとともに、細かな空間線量率の分布が再現されていることがわかる。データの不確

かさの程度を示す標準偏差は、地上のデータがある部分で小さいこと、地上データが無い

部分においては農地で大きいことがわかる。農地で標準偏差が大きい理由は、図-5b)	で示

されたデータのばらつきを反映していると考えられる。	

	

(5)	統合結果の検証	

データ統合が適切に行われたことを検証するために、各土地利用状況の歩行サーベイ測

定データを 100 ずつ意図的に取り除いた後にデータ統合を行い、推定された空間線量率と

取り除いておいた空間線量率との比較を行った（図-8）。図において、青い丸は航空機モニ

タリングと歩行サーベイの空間線量率の最近距離データを比較した結果を、赤い丸はデー

タ統合により推定された空間線量率を実測値と比較した結果をそれぞれ表している。また、

赤い線は推定の 99%信頼区間を示している。推定された空間線量率は図中の１対１の直線

近くに分布しており、また、ほとんどの推定値が 99%信頼区間内に含まれていることがわ

かる。この結果から、今回のデータ統合が適切に行われたことが確認された。	

	

4.まとめ	

階層ベイズ統計手法を応用し避難指示区域内を対象として、航空機モニタリング、走行

サーベイ、歩行サーベイにより平成 27 年秋に取得した空間線量率分布データを統合し、統

合マップとデータの信頼区間を提示した。統合の基本的な考え方としては、歩行サーベイ

を対象領域全域で実施したと想定した場合に得られるであろうマップを作成することを目

指した。統合により、地上の細かな空間線量率分布を反映しつつ全体的な航空機モニタリ

ングの偏りを補正した統合マップが得られた。歩行サーベイの測定値の一部を恣意的に除
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くことにより統合結果の検証を行い、統合が適切に行われたことを確認した。以前に福島

市周辺を対象に行ったデータ統合のケースと比べ、今回のケースは空間線量率が全体的に

高く人間の活動が少ない地域を対象としたが、異なる条件においても空間線量率の統合が

適切に行われた。本手法では、現時点で最も信頼がおけると考えられる統合マップに加え

て、データの不確かさをユーザが判断できるデータも提供するため、マップの適用範囲や

信頼度が大きく広がることが予想される。今後、統合の対象地域を 80	km	全域に広げると

ともに、実測データセットが存在する他の時期に対しても同手法を適用したマップ統合を

行う予定である。	
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図-1	 地中に指数関数分布した放射性セシウムの線源半径と	

空間線量率への寄与割合の関係	

(134Cs、137Cs ともにほとんど同じ傾向を示す)	

	

	

	

	

	

	
	

	 	 	 	 	 	

図-2	 統合したデータの不確実性に関する概念図	

	

	

 
0.01 
0.05 
0.1 
0.2 
0.5 
1 
2 
5 
10 
20 
50 
100 
300 

β = 1.0 g/cm2 

0 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

100 1 10 1000 

�� (m) 

�
�	 (m) 



�
�
�
�
�
�
�
�

 (�
�
�

) 

Ai
r	d

os
e	
ra
te
	

Distance	

��%-)#��	

��%-)#� !��
	
�'-&"��	
.��������/	

Ai
r	d

os
e	
ra
te
	

Distance	

��
*(&+,$��	

��
*(&+,$��	
"��	
.��������/	

��
'-&�

��'-&�



         Part1 
	

 

105 

	

	

図-3	 統合対象地域における a)土地利用状況、ならびに b)航空機モニタリング、	

走行サーベイ、歩行サーベイの空間線量率を単純に重ねた図	

Easting と Northing は UTM 座標を示す。	

	

	

	

	

	

図-4	 走行サーベイと歩行サーベイによる空間線量率の比較	

青い丸は測定地点間の距離が近いデータ同士の比較を、ピンクの丸は	

走行サーベイの 100	m メッシュ内に含まれる 20	m	メッシュ歩行サーベイ結果全

てを単純に平均した値との比較を示している。	
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図-5	 航空機モニタリングと歩行サーベイによる空間線量率の比較	

青い丸は測定地点間の距離が近いデータ同士の比較を、	

ピンクの丸は距離の関数で加重平均した歩行サーベイ結果と	

航空機モニタリング結果との比較を示している。	

	

	

	

	

図-6	 歩行サーベイによる空間線量率の空間パターンの解析結果	

セミバリアンスが小さいほど、距離による空間線量率の変動が小さいことを示し

ている。	
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図-7	 統合された空間線量率マップと信頼区間の標準偏差	

	

	

	

	
	

図-8	 マップ統合結果の検証	

青い丸は航空機モニタリングと歩行サーベイデータの比較結果を、赤い丸は推定し

た空間線量率と歩行サーベイ結果の比較をそれぞれ示している。赤い線は推定値の

99%信頼区間を示している。	
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